
本庄市告示第２１３号 

  

 本庄市ネーミングライツ事業実施要綱を次のように定める。 

  

  令和 ５年 ６月２８日 

  

                 本庄市長  吉  田  信  解 

 

   本庄市ネーミングライツ事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の自主財源を確保するため、ネーミングライツ事業を

実施することについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

 （１） 法人等 市内に本店又は支店を有する法人、市内に事業所を有する団

体、複数の法人若しくは団体又はその両方により構成されたグループをいう。 

 （２） ネーミングライツ 市が所有する公共施設の愛称を決定する権利をい

う。 

 （３） ネーミングライツパートナー 市と契約を締結してネーミングライツ

を付与された法人等をいう。 

 （４） ネーミングライツ事業 市がネーミングライツを法人等に付与し、そ

の対価（以下「ネーミングライツ料」という。）を得るための事業をいう。 

（基本的な考え方） 

第３条 ネーミングライツ事業は、市が所有する公共施設の設置目的、市が実施

する事業等に支障を生じさせない方法により実施するとともに、対象となる公

共施設の公共性を考慮し、社会的な信頼性及びネーミングライツ事業の推進に

おける公平性を損なわないように実施しなければならない。 

２ ネーミングライツ料については、原則として、市が所有する公共施設の運営

及び維持管理に要する費用に充てるものとする。 

３ 市は、ネーミングライツ事業の契約期間中は、当該ネーミングライツ事業の

対象施設の名称として愛称を使用するものとする。ただし、条例に規定されて

いる公共施設の名称については、変更しないものとし、必要に応じて条例に規

定されている名称を使用することができるものとする。 

（対象施設） 



第４条 ネーミングライツ事業の対象となる施設は、スポーツ施設、文化施設、

公園その他市が所有する公共施設又はその一部（以下「対象施設」という。）

とする。ただし、市がネーミングライツ事業にふさわしくないと認める施設は

対象外とする。 

２ ネーミングライツ事業に係る対象施設の選定は、市長が行う。ただし、選定

しようとする公共施設が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項の規定により指定管理者が管理している公共施設（以下「指定管理者

制度導入施設」という。）の場合は、市と指定管理者で協議の上、選定するも

のとする。 

（規制する業種又は法人等） 

第５条 次に掲げる業種又は法人等は、ネーミングライツパートナーとなること

ができない。 

（１） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風

俗関連特殊営業その他これらに類似する業種 

（２） 貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２条第１項に規定する貸金業

種（銀行法（昭和５６年法律第５９号）第２条第１項に規定する者を除く。） 

（３） ギャンブルに関する業種（当せん金付証票法（昭和２３年法律第１４

４号）に規定する宝くじに係るものを除く。） 

（４） 私的な秘密事項の調査に関する業種 

（５） 法律の定めのない医療類似行為を行う業種 

 （６） 本庄市暴力団排除条例（平成２４年本庄市条例第２０号）第２条第１

号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条例第３条第２

項に規定する暴力団関係者 

 （７） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生

手続又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再

生手続をしているもの（更生計画又は再生計画が裁判所に承認された場合を

除く。） 

 （８） 地方税を滞納しているもの 

 （９） 各種法令に違反しているもの 

 （１０） 行政機関から行政指導を受け、改善がなされていないもの 

 （１１） 政治性又は宗教性のあるもの 

 （１２） 本庄市建設工事等の契約に係る指名停止等の措置要綱（平成１８年

本庄市告示第１６４号）及び本庄市物品等の契約に係る指名停止等の措置要

綱（平成２１年本庄市告示第４３号）に基づく指名停止の措置を受けている

もの 



 （１３） 前各号に掲げるもののほか、市長がネーミングライツパートナーと

して適当でないと認めたもの 

（愛称の使用期間） 

第６条 愛称を使用することができる期間は、３年以上５年以下とする。ただし、

指定管理者制度導入施設については、指定管理者による指定管理の期間を考慮

し、適切な期間を設定することができる。 

（愛称の条件） 

第７条 愛称は、公共施設にふさわしいものであって、親しみやすさ、呼びやす

さ等の観点から市民の理解が得られるものであり、かつ、次の各号のいずれに

も該当するものとする。 

 （１） 通常使用する漢字、片仮名、平仮名又はアルファベットにより表記す

ることが可能なもの。ただし、企業のロゴ、マーク等については、この限り

でない。 

 （２） 本庄市有料広告事業取扱要綱（平成１９年本庄市告示第４０号）第４

条に該当しないもの。 

 （３） 原則として、契約期間中に愛称の変更がないもの。 

 （４） 原則として、対象施設ごとに設定する愛称の付与条件を満たしている

こと。 

（募集の種類） 

第８条 ネーミングライツ事業に係る募集の種類は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定めるものとする。 

 （１） 特定型募集 市が選定した対象施設について愛称等を募集するもの 

（２） 提案型募集 対象施設（前号の規定により選定したものを除く。）に

ついて提案を募集するもの 

（募集） 

第９条 市長は、ネーミングライツ料その他募集に必要な事項について定めた募

集要項を作成し、市のホームページ、広報紙等への掲載等により広く募集する

ものとする。 

（事前相談） 

第１０条 提案型募集に応募しようとする法人等は、本庄市ネーミングライツ事

業事前相談申込書（様式第１号）を市長に提出し、提案内容に係る施設条件等

について、あらかじめ確認を受けなければならない。 

（応募） 

第１１条 ネーミングライツ事業に応募しようとする法人等は、本庄市ネーミン

グライツ事業申込書（様式第２号）に、次に掲げる書類を添付して市長に提出

しなければならない。 



 （１） 同意書兼誓約書（様式第３号） 

 （２） 会社概要及び直近２事業年度の決算報告書 

 （３） 法人の登記事項証明書 

 （４） 市税等に滞納がないことを証する書類 

 （５） 委任状（代理人を置く場合に限る。） 

 （６） その他市長が必要と認める書類 

（優先交渉権者の決定等） 

第１２条 市長は、前条の規定による応募があったときは、本庄市ネーミングラ

イツパートナー審査委員会設置要綱（令和元年本庄市告示第１３７号）第１条

に規定する本庄市ネーミングライツパートナー審査委員会（以下「委員会」と

いう。）においてその内容を審査の上、優先して市と交渉する権利を有する者

（以下「優先交渉権者」という。）を決定するものとする。 

２ 対象施設が指定管理者制度導入施設の場合は、募集開始時に当該施設を管理

する指定管理者が、優先的に委員会の審査を受けることができるものとする。 

３ 契約期間満了後の対象施設について、優先交渉権者を決定しようとする場合

には、現行の愛称使用の実績等を勘案して優先交渉権者を決定することができ

るものとする。 

４ 市長は、第１項又は第２項の規定により優先交渉権者を決定したときは、本

庄市ネーミングライツ事業審査結果通知書（様式第４号）により応募した法人

等に通知し、当該優先交渉権者と契約に係る必要事項について協議を行うもの

とする。 

５ 市長は、前項の規定による協議が整わなかったときは、次点順位の応募者と

協議を行うことができるものとする。 

（契約） 

第１３条 市長は、前条第４項又は第５項の規定による協議が整った場合は、当

該優先交渉権者と契約を締結するものとする。 

（費用の負担区分） 

第１４条 ネーミングライツ事業の実施に当たり、市は、市のホームページへの

掲載及び広報紙等の発行に要する費用を負担するものとし、ネーミングライツ

パートナーは、看板及び標識等（以下「看板等」という。）の設置及び変更に

要する費用を負担するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市及びネーミングライツパートナーは、協議によ

り、同項に規定する費用の負担区分を変更することができるものとする。 

３ 応募及び契約締結に係る諸費用、契約期間の満了又は契約の解除に伴う看板

等の原状回復に要する費用は、ネーミングライツパートナーが負担するものと

する。 



（ネーミングライツ料の納入） 

第１５条 ネーミングライツパートナーは、市長が発行する納入通知書により、

市長が指定する期日までにネーミングライツ料を年度ごとに当該年度分を一括

で納入しなければならない。ただし、市長が特に必要と認めるときは、この限

りでない。 

（契約の解除） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除すること

ができる。 

（１） 指定する期日までにネーミングライツパートナーがネーミングライツ

料を納入しないとき。 

（２） ネーミングライツパートナーが第５条各号のいずれかに該当すること

となったとき。 

 （３） ネーミングライツパートナーの社会的又は経済的信用が著しく失墜す

る事由が発生したとき。 

２ 市長は、前項の規定により契約を解除したときは、本庄市ネーミングライツ

事業契約解除通知書（様式第５号）によりネーミングライツパートナーに通知

するものとする。 

（ネーミングライツ料の返還） 

第１７条 市長は、ネーミングライツパートナーの責めに帰さない事由により契

約を解除したときは、納入済みのネーミングライツ料の全部又は一部を当該ネ

ーミングライツパートナーに返還するものとする。 

２ 前項に規定するネーミングライツ料の返還については、当該年度に納入され

たネーミングライツ料から契約を解除する日の属する月までのネーミングライ

ツ料（当該年度に納入されたネーミングライツ料を１２で除した額に、契約解

除を行うまでの月数を乗じて得た額）を差し引いて返還するものとする。 

（契約の更新） 

第１８条 ネーミングライツパートナーが契約期間の更新を希望するときは、契

約期間が満了する日の６か月前までに、本庄市ネーミングライツ事業更新申込

書（様式第６号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により申込書の提出があったときは、委員会で審査を行

い、本庄市ネーミングライツ事業審査結果通知書（様式第４号）により審査結

果を通知するものとする。 

３ 第１項に規定する契約の更新は、１回に限るものとする。ただし、指定管理

者がネーミングライツパートナーの場合、当該施設における指定管理契約が終

了したときは契約の更新をすることはできないものとする。 

（その他） 



第１９条 この要綱に定めるもののほか、ネーミングライツ事業の実施に関し必

要な事項は、別に定める。 

  

  附 則 

この告示は、公示の日から施行する。 


